
 

 

 

 

 

 

１ 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 成果目標 

圏域内総人口（R5.4.1） 79,294人 

  

身体障がい者・児数（R5.3末） 3,685人 

知的障がい者・児数（R5.3末） 847人 

精神障がい者・児数（R5.3末） 1,111人 

重症心身障がい者・児数（R5.3末） 257人 

小児慢性特定疾病医療費受給者数

（R5.3末） 
65人 

特定医療費等受給者数（R5.3末） 703人 

発達障がいと診断・判定を受けた児童生徒

数（小中学校）（R5.8末） 
人 

医療的ケア児数（R5.9） １8人 

２ 特性・施策の方向性等 

小学校 20校 

中学校 10校 

義務教育学校  0校 

特別支援学校 1校 

 

小学部 19人 

中学部 16人 

高等部 33人 

うち訪問教育対応者 1人 

うち重度重複学級在学者 0人 

目標項目 基準となる数値       目標割合      目標値（8年度末） 

施設入所者の地域生活への移行者数 87人（Ｒ４年度末入所者数） のうち 10.3％   ９人移行 

施設入所者の減少数 87人（Ｒ４年度末入所者数） のうち 13.8％  １２人減少 

福祉施設から一般就労への移行者数 ７人（Ｒ３年度）の  1.43倍増  １０人移行 

就労移行支援から一般就労への移行者数 ３人（Ｒ３年度）の  １倍増  ３人移行 

就労継続支援Ａ型から一般就労への移行者数 ０人（Ｒ３年度）  １人移行 

就労継続支援Ｂ型から一般就労への移行者数 ３人（Ｒ３年度）の  1.33倍増  ４人移行 

目標項目 目標内容 

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労への移行者の割合が５割以上の事業所割合 １0％ 

就労定着支援事業の利用者数 １人（Ｒ3年度）の 1倍増 → 1人 

就労定着率が７割以上となる就労定着支援事業所割合 1箇所（100％） 

地域生活支援支援拠点等の整備 
整備数 1箇所 コーディネーターの配置人数 2人 

運用状況の検証等 年 12回 

強度行動障害を有する者への支援体制整備 
自立支援協議会各部会活動等によりニーズを把握

し、圏域（各市町村）で支援体制を整備 

障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するための

体制を構築 

保育や教育、医療、福祉が、1 つのチームとして機能

するように連携体制の強化 

児童発達支援センターの設置 ・児童発達支援センターは１か所設置予定 

・保育所等訪問支援の利用、重度心身障がい児を

支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサー

ビス事業所の確保は、圏域内の全市町村で利用で

きる体制を整備済 

保育所等訪問支援を利用できる体制を構築 

主に重度心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 

主に重度心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の確保 

医療的ケア児等支援のための協議の場の設置とコーディネーターの配置 圏域単位で設置  コーディネーター２人配置 

基幹相談支援センターの設置 圏域で設置 

１ 北信圏域障福祉計画・障害児福祉計画  
圏域構成市町村 

   中野市、飯山市、山ノ内町、木島平村、野沢温泉村、栄村 

 （Ｒ5.5.1時点）   

 北信圏域は、『障がい者の意思に基づき、暮らしたい場所で暮らしたい人と、その人らしく、活き活きと、安心して暮ら

せる地域づくり』の実現のために、次の施策等を積極的に進めていきます。 

○ 精神科病院から暮らしたい場所で生活するため、地域生活支援の取組として相談体制、就労支援等を進めます。 

○ 地域で安心して暮らせるために、地域生活支援拠点等の機能の充実を行い、潜在的要支援者への早期介入に取

り組み、生活圏域で安心して暮らせるように地域包括ケアシステムの構築に繋げていきます。 

○ 障がい児及び家族の支援のために行政・教育・医療等、他機関との連携体制の強化を行います。 

○ 基幹相談支援センターの機能を充実させ、地域の相談支援体制を構築し人材育成に繋げていきます。 

○ 障がい者の差別解消や虐待防止等に積極的に取り組みます。 

資料３ 



 

 

 

４ 活動指標及び基盤整備 

 

(年度) 

(年度) 

活動指標 

サービス名（※１） 

単 

位 

Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ６ 

(見込) 

Ｒ７ 

(見込) 

Ｒ８ 

(見込) 

居宅介護 

時
間
分 

1,686 1,453 1,458 1,463 

重度訪問介護 0 30 30 30 

同行援護 39 39 39 39 

行動援護 904 927 937 947 

重度包括支援 0 0 0 0 

生活介護 

人
日
分 
 
※
２ 

3,824 3,842 3,848 3,854 

 うち重度障がい者 65 66 66 66 

自立訓練（機能訓練） 101 62 62 62 

自立訓練（生活訓練） 131 152 152 152 

うち精神障がい者 7 7 7 7 

就労選択支援 
人
分 

― 2 2 2 

就労移行支援 
人
日
分 

131 142 142 142 

就労継続支援（Ａ型） 628 689 726 843 

就労継続支援（Ｂ型） 4,834 5,087 5,087 5,102 

就労定着支援 人
分 

4 3 3 3 

療養介護 19 19 19 19 

短期入所（福祉型） 

人
日
分 

340 359 359 364 

 うち重度障がい者 4 4 4 4 

短期入所(医療型) 1 1 1 1 

 うち重度障がい者 0 0 0 0 

自立生活援助 

人  
分 

０ 1 1 1 

うち精神障がい者 0 0 0 0 

共同生活援助 156 163 165 166 

うち日中サービス 
支援型共同生活援助 

8 10 10 11 

うち精神障がい者 63 65 65 66 

うち重度障がい者 12 12 12 12 

地域生活支援拠点等 
（※３） 

箇

所 
1 1 1 1 

人

数 
2 2 2 2 

回

数 
12 12 12 12 

施設入所支援 

人
分 

94 90 86 85 

計画相談支援 241 259 261 263 

地域移行支援 1 2 2 2 

うち精神障がい者 1 1 1 1 

地域定着支援 24 22 22 22 

うち精神障がい者 11 10 10 10 

児童発達支援 

人
日
分 

36 61 61 61 

放課後等デイサービス 997 1,019 1,106 1,168 

保育所等訪問支援 19 34 35 35 

居宅訪問型児童発達支援 1 1 1 1 

福祉型障害児入所施設 

人
分 

0 0 0 0 

医療型障害児入所施設 3 2 1 1 

障害児相談支援 35 38 40 40 

 

 

(年度) 

活動指標 

サービス名（※１） 

単 

位 

Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ６ 

(見込) 

Ｒ７ 

(見込) 

Ｒ８ 

(見込) 

医療的ケア児等コーディネータ
ー配置人数 

人 6 5 5 5 

ペアレントトレーニング等の受講
者数(※４) 

人
/ 
年 

0 0 0 0 

ペアレントトレーニング等の実施
者数(※４) 

0 0 0 0 

ペアレントメンターの人数(※４) 0 0 0 0 

ピアサポート活動への参加人数(※４) 0 0 0 0 

 

基盤整備 

サービス名 

単 

位 

Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ６ 

(見込) 

Ｒ７ 

(見込) 

Ｒ８ 

(見込) 

生活介護 

事 
業 

所 
数 

8 8 8 8 

自立訓練（機能訓練） 0 0 0 0 

自立訓練（生活訓練） 1 1 1 1 

就労選択支援 － 0 １ 1 

就労移行支援 0 0 １ 1 

就労継続支援（Ａ型） 2 2 2 2 

就労継続支援（Ｂ型） 7 7 8 8 

就労定着支援 0 0 １ 1 

療養介護 0 0 0 0 

短期入所（福祉型） 4 4 2 2 

短期入所（医療型） 0 0 0 0 

自立生活援助 1 1 1 1 

共同生活援助 住  

居  
数 

27 28 29 29 

うち日中サービス 

支援型共同生活援助 
0 0 0 0 

施設入所支援 

事 
業 

所 
数 

2 2 2 2 

特定相談支援 7 7 7 7 

一般相談支援 

（地域移行支援） 
6 6 6 6 

一般相談支援 
（地域定着支援） 

6 6 6 6 

児童発達支援 3 3 4 4 

医療型児童発達支援 0 0 0 0 

放課後等デイサービス 5 5 5 5 

保育所等訪問支援 1 1 1 1 

居宅訪問型児童発達支援 0 0 0 0 

福祉型障害児入所施設 0 0 0 0 

医療型障害児入所施設 0 0 0 0 

障害児相談支援 7 7 7 7 

 
※１ 活動指標 サービス名：市町村での支給決定量等を基

本とした１月当たりのサービス量 
※２ 活動指標 人日分：1人の１月当たりのサ 

ービス利用日数を算出し、利用者全員分を合計した

サービス量 

※３ 地域生活支援拠点等の箇所数、コーディネーターの

配置人数、１年間の検証等の回数 

※４ 発達障がい者等及びその家族への支援として 1年間

に見込む人数 

 


